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第２次短期調査帰国報告会資料／ミニッツ第２次短期調査帰国報告会資料／ミニッツ第２次短期調査帰国報告会資料／ミニッツ第２次短期調査帰国報告会資料／ミニッツ第２次短期調査帰国報告会資料／ミニッツ

１．調査・協議項目

（１） 前回協議内容の確認

（２） 実施方法や活動内容についての協議

（３） 実施に必要な管理諸表案の作成

（４） 機材設置予定場所の現状確認及び機材仕様書案の作成

（５） 基本情報の追加収集とプロジェクト・ドキュメント（最終案）の作成

２．調査団の構成

氏　　名 分　　野 所　　属 担当業務

瀧沢　浩一 団長／総括
国際協力事業団
鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第一課　課長代理

・総括
・協議の取りまとめ

本間　寛臣
IT教育／
カリキュラム

豊橋技術科学大学
工学教育国際協力研究センター
教授

・技術協力計画
・カリキュラム／教材作成
・大学間の連携

前川　朝康
マルチメディ
ア技術
（機材計画）

（財）日本国際協力センター
JICA沖縄国際センター
視聴覚技術研修室　主任代理

・マルチメディア協力内容
・機材計画（視聴覚）
・C／P研修計画

堀越　　太
WBT
機材計画

（財）日本国際協力システム
（JICS）業務第一部機材情報課

・機材計画作成
・機材仕様書案作成

橘　　秀治 協力企画
国際協力事業団
鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第一課　職員

・調査／協議取り進め
・プロジェクト実施体制
・ミニッツ作成

岩瀬　信久
人材育成
（コンサルタ
　ント）

（有）アイエムジー　パートナー
・プロジェクト・ドキュメント
　案の作成
・基礎情報収集
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３．調査日程

総　　括 IT教育／カリキュラムマルチメディア技術 協力企画 WBT機材計画 人材育成（コンサルタント）日
順
月日 曜

日
時間

瀧沢 本間 前川 橘 堀越 岩瀬
1 11/14 水 沖縄発

（JL757/11：40）
香港発
（CX711/16：00）
シンガポール発
（SQ402/22：45）
コロンボ着（00：20）

成田発
（SQ997/12：00）
シンガポール発
（SQ402/22：45）
コロンボ着（00：20）

成田発（SQ997/12：00）
シンガポール発
（SQ402/22：45）
コロンボ着（00：20）

2 11/15 木 午前

午後

JICA事務所担当との打合せ
ICTにて打合せ
教育・高等教育省及びICTほかへのプロ
ジェクト・ドキュメント（プロ・ドク）
素案説明及び意見交換

JICA事務所担当との打合せ
教育・高等教育省及びICTほか
へのプロ・ドク素案説明及び意
見交換

3 11/16 金 終日 ICTとの協議（プロ・ドク全般） ICTとの協議（プロ・ドク全般）
4 11/17 土 午前

午後

成田発
（SQ997/12：00）
シンガポール発
（SQ402/22：45）
コロンボ着（00：20）

名古屋発
（SQ981/09：50）
シンガポール発
（SQ402/22：45）
コロンボ着（00：20）

市場調査
（機材調達状況）
機材計画書の修正

ICTとの協議
（プロ・ドク）
計画管理諸表の作
成

ICTとの協議（プロ・ドク全般）

プロ・ドク素案改訂

5 11/18 日 団内打合せ
プロ・ドク素案改訂
計画管理諸表の作成

成田発
（SQ997/12：00）
シンガポール発
（SQ402/22：45）
コロンボ着（00：20）

プロ・ドク素案改訂
報告メモ作成
団内打合せ

6 11/19 月 終日 ペラデニヤ大学の施設状況確認及び意見
交換

ICTとの打合せ
機材計画の策定

ペラデニヤ大学と
の意見交換

ICT視察
ICTとの打合せ
仕様書案作成

ペラデニヤ大学との意見交換

JICA事務所、大使館との打合せ ICTと意見交換
機材計画の策定

7 11/20 火 午前

午後 大蔵省ERD表敬
ICTとの協議（PDM及びPOについて）

市場調査、ICT等と
の打合せ
仕様書案作成

JICA事務所、大使館との打合せ
大蔵省ERD表敬
ICTとの協議（PDM及びPOにつ
いて）

8 11/21 水 午前
午後

UGCにて協議
モラトワ大学の施設状況確認及び意見交
換
ICTとの協議（プロ・ドク後半について）

ICTにて協議
機材計画策定
市場調査

市場調査、ICT等と
の打合せ
仕様書案作成

UGCにて協議
モラトワ大学の施設状況確認及
び意見交換
ICTとの協議（プロ・ドク後半
について）

9 11/22 木 終日 ICTとの協議（プロ・ドク全般について）適時、市場調査・打
合せ（機材レイアウ
ト案作成）

ICTとの協議 市場調査、ICT等と
の打合せ
仕様書案作成

ICTとの協議

午前 教育・高等教育省及びICTとの協議
（プロ・ドク案について）

適時、市場調査・打
合せ（機材レイアウ
ト案作成）

教育・高等教育省及
びICTとの協議

市場調査、ICT等と
の打合せ
仕様書案作成

教育・高等教育省及びICTとの
協議

10 11/23 金

午後 ICTとの協議（ミニッツ案について）
11 11/24 土 ICTとの協議

団内打合せ
機材仕様書案取りまとめ
計画管理諸表の作成

市場調査、ICT等と
の打合せ
仕様書案作成

必要に応じてICTとの協議
団内打合せ
機材仕様書案取りまとめ
計画管理諸表の作成

12 11/25 日 ミニッツ作成
プロ・ドク最終案作
成
団内打合せ

コロンボ発
（SQ401/01：35）
シンガポール発
（SQ012/09：45）
成田着（17：05）

ミニッツ作成
プロ・ドク最終案作成
団内打合せ

仕様書最終案取り
まとめ

ミニッツ作成
プロ・ドク最終案作成
団内打合せ

13 11/26 月 教育・高等教育省及
びICTほかとの協議

教育・高等教育省及びICTほかとの協議
（プロ・ドク案及びミニッツ案について）

仕様書最終案の説
明及び意見交換
（ICT及び他大学）

教育・高等教育省及びICTとの協
議

14 11/27 火 ミニッツ署名・交換
JICA事務所・大使
館報告

コロンボ発
（SQ401/01：35）
シンガポール発
（CX714/11：35）
香港発
（JL758/14：20）
沖縄着（17：30）

ミニッツ署名・交換
JICA事務所・大使
館報告

JICA事務所報告
調達に関する打合
せ

ミニッツ署名・交換
JICA事務所・大使館報告

15 11/28 水 コロンボ発
（SQ401/01：35）
シンガポール発
（SQ012/09：45）
成田着（17：05）

コロンボ発（SQ401/01：35）
シンガポール発（SQ012/09：45）
成田着（17：05）

コロンボ発（SQ401/01：35）
シンガポール発（SQ012/09：45）
成田着（17：05）
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４．主要面談者

（１） スリランカ側

１）　教育・高等教育省

Mr. A. M. Chandrapala Additional Secretary

２）　大蔵省

Ms. Sujatha Cooray Director, Department of External Resources

３）　大学助成委員会（UGC）

Prof. B. R. R. N. Mendis Chairman

４）　コロンボ大学

Savitri Goonesekere Vice-Chancellor

５）　コロンボ大学コンピューター技術センター（ICT）

Prof. V. K. Samaranayake Director

Mr. S. T. Nandasara Lecturer

６）　ペラデニヤ大学

Prof. Kapila Goonesekera Vice-Chancellor

Dr. Kithsiri M. Liyanage Director, the Computing Center

７）　モラトワ大学

Dr. Nalin Wickremaarachchi Head of Computer Science & Eng.

Dr. Gihan V. Dias Technical Manager, LEARN

（２） 日本側

１）　在スリランカ日本国大使館

江口　克世 二等書記官

２）　JICA専門家

表　伸一郎 個別専門家（開発援助策定及び実施支援）

３）　JICAスリランカ事務所

海保　誠治 所　長

鈴木　康次郎 次　長

田中　博之 所　員
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５．調査・協議結果概要

（１） プロジェクト名称の変更

　プロジェクトの名称を次のとおり再変更するこでICTと合意した。

変更前：The Capacity Building Project of the Institute of Computer Technology（ICT）

　　　　（ICT能力向上プロジェクト）

変更後：Project for Human Resource Development in Information Technology through

　　　　Capacity Building of the Institute of Computer Technology, University of

　　　　Colombo（スリランカ情報技術分野人材育成計画）

（２） プロジェクト期間

　技術革新の早いIT分野であり、技術移転の内容・機材の関係などからプロジェクト期間は

３年間とすることを再確認した。

（３） プロジェクトコンセプトについて

　プロジェクト目標は「ICTがスリランカ産業界のニーズに合致したITトレーニングを大学・

ITトレーニングセンター・産業界のIT関連人材に対して、より効果的・効率的に実施できる

ようになる」とし、ICTの能力向上を通じてIT分野の人材を育成していくものである。プロ

ジェクト戦略イメージは次のとおりである。

図－１　プロジェクトの戦略イメージ

WBT応用技術の質

WBT技術を有する

人材の数

現在のIT人材の
ポジショニング

少ない

低い

高い

多い

大学・IT訓練センター
におけるWBTコンテン
ツ開発者・ITトレーナー

ICTスタッフA
ICTスタッフB

プロジェクトによりプロジェクトによりプロジェクトによりプロジェクトにより
質質質質・量両面での・量両面での・量両面での・量両面でのITITITIT人材拡大人材拡大人材拡大人材拡大 大学・IT訓練センター

におけるWBTコン
テンツ開発者・IT
トレーナー

ICT上級WBTインストラクター
ICT・WBTコンテンツ開発者・
ITトレーナー・インストラクター

現在のIT人材育成の流れ

プロジェクト終了後の向上した
IT人材のポジショニング

プロジェクトにより、より強化プロジェクトにより、より強化プロジェクトにより、より強化プロジェクトにより、より強化
されたされたされたされたITITITIT人材育成の流れ人材育成の流れ人材育成の流れ人材育成の流れ

産業界における
IT人材及び

WBTユーザー

産業界における
IT人材及び

WBTユーザー
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（４） 技術移転の内容について

　技術移転の内容については、マルチメディア技術のみに特化するのではなく、以下の５分野

について体系化された技術（理論・技術）を実施する。その具体的な成果としてWBTを実施で

きるようになることを目標とする。

（Ａ） マルチメディア技術　　　　　　　（Ｂ） ネットワーク技術

（Ｃ） データベースマネージメント技術　（Ｄ） カリキュラム・教材作成　（Ｅ） 研究・開発

　なお、３年間で技術移転する内容（詳細）については、本間団員の報告（８．参照）に記載した。

（５） プロジェクト活動概要について

　プロジェクト活動はICTで実施されるものであり、ICTのスタッフを直接C／Pと間接C／P

と位置づけ、基本的に直接C／Pはフルタイムでプロジェクトに従事し、日本人専門家からの

技術移転を直接受ける。間接C／Pはパートタイムでプロジェクトに従事し、必要に応じて日

本人専門家あるいは直接C／Pより技術移転を受ける。また、ICTへ移転した技術は他の大学

への普及が図られることとなり、そのために必要な措置（ICTでの研修参加者への休暇の付

与、旅費や宿泊費への予算措置など）はUGCが実質的な調整を行うこととなった。技術移転

（普及）の対象者及び内容は以下のとおりである。

表－１　技術移転（普及）の対象者及び内容

№ ターゲット・グループ
（裨益対象） 活動と裨益内容 インストラクター 活動場所

１ ICT上級WBTインストラク
ター
（日本人専門家の直接
C／P）
ICTスタッフ６名

1. WBT技術／指導方法の移転
2. WBT教材／ライブラリーの開発
3. WBT訓練教材の開発
4a. WBTコンテンツ開発者・ITトレー
ナー訓練のためのトレーナー訓練

5a. WBTコンテンツ開発者ITトレー
ナー訓練

6a. ICTの学生・訓練生の訓練

日本人専門家 ICT

２ ICT・WBTコンテンツ・デベ
ロッパー／ITトレーナー・イ
ンストラクター
（日本人専門家の間接
C／P）
ICTスタッフ18名

4b. 必要に応じて4a記載の訓練を受講
5a. WBTコンテンツ開発者・ITトレー
ナー訓練

6a. ICTの学生・訓練生の訓練
（3. WBT訓練教材の開発）
（4a. WBTコンテンツ開発者・ITト
　　　レーナー訓練のためのトレーナ
　　　ー訓練）

必要に応じてICT上級
WBTインストラクター
（必要かつ可能な場合
に日本人専門家）

ICT

３ 大学及びIT訓練センターに
おける教員または研究員
（WBTコンテンツ開発者及
びITトレーナー候補者）
200名

5b. 5a記載のWBTコンテンツ開発
者・ITトレーナー訓練受講

6a. WBTコンテンツ開発またはWBT
訓練実施

ICT上級WBTインスト
ラクター、ICT・コンテ
ンツ開発者／ITトレー
ナー・インストラクタ
ー

ICT

４ ICT及びBITプログラムの生
徒・訓練生
（更に大学・IT訓練センター
の生徒への波及が期待され
る）
少なくとも、1,480名

6b. 開発されたWBTコンテンツの利
用またはWBT訓練の受講

ICT教員及び研究員
（更に大学・IT訓練セ
ンター教員及び研究員
への波及が期待され
る）

ICT
（更に大
学・IT訓練
センターへ
の波及が期
待される）
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注意１．コース立ち上げの初期段階には、専門家も必要に応じてサポートする。

　　２．上記以外の既存のトレーニングコースにおいても、マルチメディア技術基礎を加える

　　　　など、必要に応じて見直しを実施する。

日本人専門家

間接C／P（18名）

（パートタイム）

C／P for R&D

（２名）技術普及／協力

直接C／P（６名）

（フルタイム）

BITコース

受益者数：1,000名

対象：BITコースの受講者

（WBTの導入により、効果

的・効率的なコース運営を実

施する。）

Multimedia Technology Courses

育成目標人数：合計480名

対象：ICTの学生（主に産業界）

望ましくは他大学とIT訓練センタ

ーも参加

WBT Content Developer

IT trainers

育成目標人数：200名

対象：他大学、IT訓練センタ

ーのトレーナー、研究者など

特に、モラトワ大学・ペラデニヤ大学・ルフナ大学・カラニヤ大学（コロンボ大学含む）

ICTのスタッフ

直接の技術移転 必要に応じて技術移転

R&Dに関する技術移転

６名の直接C／Pが中心となり、間接

C／Pと協力しながら必要なWBT教材

を開発し、下記のコースを実施する。

図－２　技術移転の流れ（イメージ図）

（６） プロジェクト実施体制

　プロジェクトの実施体制は以下に記すとおりであり、JCCのほかに産業界の意見をプロジェ

クトに効果的に反映させるためにIndustry-University Forum（産業－大学フォーラム）をJCC

の付属機関として設置した（メンバーについてはミニッツのAnnex９を参照）。
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（７） 機材調達について

　基本的には現地調達でほとんどすべての供与機材を調達する見込みであり、予算規模は１億

から１億2,000万円程度である。調査団帰国後に仕様書を作成し、2002年１月末ごろのR／D

署名後に速やかに調達手続きを開始し、３月中旬には機材調達に関する契約を締結する予定で

ある。なお、R／D署名と同時に機材に関する要請書（A4）を提出するようにスリランカ側へは

依頼済みである。

ICT所長

ICT講師

監理・補助スタッフ

教育・高等教育省

（MEHE）

総括責任者

（PD）

実施調整責任者

（PCM）

直接C／P

（ICT上級WBT

インストラクター）

合同調整委員会

（JCC）

産業－大学

フォーラム

間接C／P

(ICT WBTコンテンツ開発者／

ITトレーナー・インストラクター)

JICA

JICA専門家

図－３　プロジェクト実施体制イメージ図
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調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果６．協議結果詳細

調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果

第１ 全　般

第２ プロジェクト
　　実施の背景
　　（実施環境）
（１）社会情勢など
（２）対象分野の状
況

（３）スリランカ政
府の戦略

（４）スリランカに
おける対象分野
関連事業

スリランカ政府は日本政府に対して、
2000年８月に「マルチメディア技術訓
練・開発センタープロジェクト」に対
する協力を要請してきた。協力対象先
であるICTは1987年４月から３年間、
汎用コンピューターを使用したソフト
ウェアの開発が可能で、指導的役割を
果たし得るコンピューター技術者（ア
ナリストプログラマー）を養成するこ
とを目的としてプロジェクト方式技術
協力が実施され、フォローアップ協
力、アフターケアプログラムを経て、
現在は第三国研修を実施している。
この間、2000年７月の九州・沖縄サ
ミットにおけるIT憲章を背景に、IT分
野に係る協力案件の重要性にかんがみ
て、2001年３月にはIT分野プロジェク
ト形成調査団を、2001年７月には「マ
ルチメディア技術訓練・開発センター
プロジェクト」に関する第１次短期調
査団をスリランカへ派遣した。
これまでの調査結果から、IT分野にお
ける人材育成システムの改善を図り、
産業界のニーズに合致した人材を供給
することを目的として、WBTに必要
な要素技術（マルチメディア技術、
ネットワーク技術、セキュリティー技
術、データベースマネージメント技
術）の移転・普及を支援すること、同
分野でのR&Dの手法を併せて指導す
ること、他大学と協力してWBTのモ
デルケースを実施することを基本的な
活動とすることで合意している。
なお、プロジェクトの協力内容からプ
ロジェクト名を「コロンボ大学コン
ピューター技術センター能力向上プロ
ジェクト」へ変更している。

・1998年のスリランカ政府による「情報
技術の年」宣言後、情報技術分野の強
化は国家的開発計画のなかで強力に推
進すべきものと認識されているが、産
業即戦力の人材不足（質・量ともに）が
当分野発展の支障となっており、同分
野における人材育成は火急の課題と
なっている。

・本プロジェクトで実施する
内容、特にマスタープラン
についてスリランカ側と協
議し、R／D署名時に作成
するミニッツの添付資料と
するプロジェクト・ドキュ
メントの最終案として取り
まとめる。
また、一連の協議結果をミ
ニッツとして取りまとめ、
署名・交換する。

・本短期調査で予定している
具体的な調査・活動内容
は、以下のとおり。

（１）プロジェクトの協力範囲
と活動内容について協議
し、実施に必要な管理諸表
案としてまとめる。

（２）機材設置予定場所などに
関する現状を調査したうえ
で協議し、供与機材案及び
その仕様書案を取りまとめ
る。

（３）プロジェクト実施環境の
確認に必要な基本情報の追
加収集を図る。

（４）調査結果をプロジェク
ト・ドキュメント（最終案）
として取りまとめる。

・左記に関する未入手情報を
入手し、協力の背景を確認
する資料とする。

・左記原則により、対応し
た。

・追加情報を入手し、プロ
ジェクト・ドキュメントの
記述時に参考にした。
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調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果

・高等教育・情報技術開発省の下部組織
であるCINTECにおいて、スリランカ
政府のIT戦略を９割方作成したところ
であり、今後はこの戦略に基づいて各
省庁がCINTECの調整の下、施策を展
開する予定である。

・前回調査にて世界銀行及びADBによ
る協力が行われていることを確認して
いるが、世界銀行・ADBともに教育
分野のプロジェクトにITを取り入れて
実施しており、IT産業分野自身を協力
対象としている協力ではない。

・左記に関する最新情報を入
手する。

・左記に関する追加情報を入
手する。特にADBが実施
を計画しているP o s t -
Secondary Education
Project（PPTA）の事業内容
の詳細を確認する。

・最新情報を聴取し、プロ
ジェクト・ドキュメントの
関連部分へ反映した。スリ
ランカ政府のIT戦略のなか
で、ITは経済発展に必要
なキー・ファクターの一つ
であり、すべての経済セク
ターがその重要性を認識す
べきであること、人材育成
は最重要課題であること、
大学は人材育成の役割を拡
大し、最新技術に関するプ
ロフェッショナルレベルの
コースを強化すべきであ
り、大学間及び研究所間の
緊密な関係を構築するべき
であることなどが述べられ
ていることを再確認した。

なお、スリランカ国内の省
庁再編に伴い、高等教育・
情報技術開発省は分割後に
教育省及び郵政・電気通信
省と統合され、「教育・高
等教育省」と「郵政・電気通
信・情報技術開発省」と
なった。
そのため、CINTECも「郵
政・電気通信・情報技術開
発省」の下部機関となった
が、CINTECがスリラン
カのIT戦略を作成・調整
することに変わりはないこ
とを確認した（当プロジェ
クトへは当初の構想どお
り、JCCメンバーとして参
加する）。

・追加情報を入手し、プロ
ジェクト・ドキュメントの
関連部分へ反映した。
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調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果

第３ 人材育成とIT
　　に係る分野の
　　開発課題とそ
　　の現状
（１）対象課題の制
度的枠組み

（２）対 象 開 発 課
題・現状

（３）日本の援助戦
略上の意義

第４ プロジェクト
　　の戦略
（１）実施戦略
（２）実施体制
（３）協力体制
（４）自立発展性
（５）特別な配慮

・スリランカにおけるプロフェッショナ
ルレベルのI T技術者の需要は年間
2,000人といわれているが、現時点で
の供給は250人程度にすぎず、産業界
の求める人材が量的にも質的にも十分
でない。将来的には公的なIT教育機関
で1,000人、民間のIT教育機関で1,000
人のプロフェッショナルレベルのIT技
術者を育成することを計画している。
・IT教育に対する高い需要を背景に民間
のIT教育機関が急増したが、公的なIT
関連専門学校や民間専門学校を含め、
各教育機関の教育内容や学位水準に差
がみられることも課題とされている。

・我が国の援助戦略上の意義としては、
安価で良質なスリランカ人IT技術者の
供給増による利益、日本流のIT関連ス
タンダード普及への寄与の可能性、外
交的利益が考えられる。

・IT分野における人材育成システムの改
善を図り、産業界のニーズに合致した
IT技術者の量の拡大と質の向上の両面
に貢献することを目的として、ICTの
能力向上を図ることとしている。
具体的にはITの普及・利用に有効であ
るWBTの実施に必要なIT関連技術の
移転・普及を支援するとともに、同分
野に関する技術開発のできる人材育成
を支援するためにR&Dの手法につい
ても技術移転を実施する。
また、他大学（モラトワ大学・ペラデ
ニヤ大学）と協力してWBTのモデル
ケースを実施することを基本的な活動
とすることで合意している。

・左記に関する追加情報を収
集し、プロジェクトのマス
タープラン協議時の判断材
料として活用する。

・左記を再確認し、プロジェ
クト・マスタープラン及び
管理諸表に反映する。

・追加情報を収集した結果、
これまでの情報と大きく変
わる傾向はなかった。
なお、ICTが運営管理して
いるBITコースは数千人規
模の学生が受講しており、
一つのデファクト・スタン
ダードになれることを確認
した。

・左記について再確認し、管
理諸表に反映した。ただ
し、他大学との協力につい
ては当初想定していたかた
ちでモラトワ大学及びペラ
デニヤ大学のみに絞るので
はなく、工学部あるいは
IT関連学部を有するルフ
ナ大学、ケラニヤ大学及び
コロンボ大学も含めた５大
学に、プロジェクトで移転
された技術を優先的に普及
することで合意した（他の
大学の参加を妨げるもので
はない）。
このために必要な措置（予
算、各大学からの参加者へ
の業務出張の許可）はスリ
ランカ側のUGCがとるこ
とで合意し、その旨をミ
ニッツに記載した。
また、産業界及び各大学か
らの意見を吸い上げる場と
した「Industry-University
Forum（産業－大学フォー
ラム）」をJCCの下部組織と
して組織し、各大学からも
メンバーとして参加させる
こととした。
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調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果

・技術移転の結果、具体的にICTが実施
している既存の各コースの内容・運営
体制をどのように見直すのか、あるい
は新規コースを立ち上げるのかなどの
計画が明確にされていない（現在、
ICTに計画作成を依頼中である）。

・R&Dに関する協力の内容について、
具体的な体制及びR&Dのテーマが未
確定である（今次調査時にR&Dに関す
るプロポーザルを準備するようにスリ
ランカ側へ依頼済みである）。

・プロジェクトに係るスリランカ側実施
機関の予算措置状況及び見通しが未入
手である。

・左記について、現在ICT作
成中の計画を確認し、協議
した結果を、プロジェク
ト・マスタープラン及び管
理諸表に反映する。

・スリランカ側が準備する予
定のプロポーザル内容を審
査のうえ、R&Dのテーマを
２～３件に絞り込むことと
する。また、ICTの教官／
インストラクターにR&D
に協力できるような学生が
ついているか（実際にR&D
の活動ができる体制・人員
が確保できるか）確認し、
場合によっては関連学部と
の協力も検討する。

・左記に関する資料を入手
し、ミニッツに添付する。

上記のようなプロジェクト
実施体制を整備したこと、
またコロンボ大学・モラト
ワ大学・ペラデニヤ大学と
の関係及びプロジェクトの
円滑な運営を考慮し、モラ
トワ大学及びペラデニヤ大
学に対する機材供与は実施
しないこととした。

・左記について、プロジェク
ト活動の一環として
　①Web Content Developer
②IT Trainer育成のための
トレーニングコース及び
③マルチメディア技術総合
コース（12モジュール中８
モジュールが新規立ち上
げ）を立ち上げるととも
に、既存のいくつかのコー
スをプロジェクトの成果に
応じて見直すこととし、プ
ロジェクト・マスタープラ
ン及び管理諸表に反映させ
た。

・左記について説明し、スリ
ランカ側の理解を得るとと
もに、下記のような選考基
準に基づきICTから提出さ
れたプロポーザルのなかか
ら２～３件のR&Dのテー
マに絞り、プロジェクト活
動の一環として取り上げる
ことで合意し、その旨ミ
ニッツに記載した（現在、
選考作業中）。
ａ） 将来性のあるテーマで
あること
ｂ） リソース（投入）が少な
くて済むもの
ｃ） WBTに関連するテーマ
であること
ｄ） 学会に発表できる見込
みのあるもの

・左記について資料を入手
し、ミニッツに添付した
（基本的にスリランカ側で
必要となる予算は措置され
る予定）。
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調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果

・スリランカ側実施機関の人員配置（C／P
配置）計画が未入手である。特にWBT
実施の協力機関であるモラトワ大学及
びペラデニヤ大学のインストラクター
を、どのような位置づけとするか未確
定である。

・プロジェクト名称について、第１次短
期調査時に「スリランカ国コロンボ大
学コンピューター技術センター能力向
上プロジェクト」とすることで基本的
な合意を得ている。

・第１次短期調査時に、技術革新の早い
IT分野であり、技術移転の内容・供与
機材の関係から、プロジェクト期間は
３年間とすることで基本的な合意を得
ている。

・プロジェクトの目標・成果・活動に関
し、ミニッツにPDM案として整理し
ている。さらに、PDM案を実現する
ための実施内容をP O案として整理
し、必要な機材についても機材リスト
案の形式で整理している。

具体的な投入について
・専門家の派遣に関しては、長期専門家
２名（総合的計画と調整、技術的計画と
調整）のほか、短期専門家７名程度／年
（IT分野５名程度／R&D分野２名程
度）を派遣する。

・左記に関する資料を入手
し、ミニッツに添付する。
モラトワ大学とペラデニヤ
大学のインストラクターに
ついては間接C／Pとして
位置づけ、直接C／Pであ
るICTのインストラクター
が間接C／Pへ技術移転す
ることとする。ただし、可
能であれば日本人専門家か
らの指導を直接C／Pと同
時に受けても構わないこと
とし、これに伴うローカル
コスト（旅費や宿泊費など）
はスリランカ側が負担する
こととする。
なお、間接C／Pも評価の
対象とする。

・左記について、プロジェク
ト目標や活動内容を協議す
る過程で、よりプロジェク
トの内容を表しているプロ
ジェクト名称が双方で合意
された場合には、プロジェ
クト名称を変更する。

・左記のプロジェクト期間に
ついて再確認するととも
に、プロジェクトは2002年
６月１日から３年間のプロ
ジェクトとすることを確認
し、理解を得たうえでミ
ニッツに記載する。

・左記のPDM案、PO案につ
いてスリランカ側と協議
し、合意した内容を管理諸
表としてミニッツに添付す
る。

・左記をスリランカ側に説明
し、理解を得て、ミニッツ
に記載する。

・前述のとおり。

・プロジェクトの名称は、調
査団出発前の各省会議の結
果を踏まえ、スリランカ側
と再協議し「Project for
Human Resource Deve-
lopment in Information
Technology through Capa-
city Building of the Insti-
tute of Computer Techno-
logy, University of Colom-
bo（スリランカ情報技術分
野人材育成計画）（仮）」とし
た。

・左記について再確認し、理
解を得たうえでミニッツに
記載した。

・PDM案、PO案について合
意を得て、ミニッツに添付
した。

・左記についてスリランカ側
の合意を得て、結果をTSI
案としてミニッツに添付し
た。

第５ プロジェクト
　　の基本計画
（１）上位目標
（２）プロジェクト
目標

（３）プロジェクト
成果

（４）プロジェクト
活動

（５）投　入
（６）外部条件
（７）事前の義務ほ
か



－143－

調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果

・日本への研修員受入れに関しては、IT
分野とR&Dの両分野を併せて０～３
名程度／年を受け入れる。なお、研修
員受入事業費の状況により、受入れが
ゼロになる場合もあることを説明す
る。
・機材供与に関しては、ICTにWBTの普
及・実施の研修に必要な機材、WBT
教材開発に必要な機材及びプロジェク
トで取り上げるR&Dに必要な機材を
整備する。
さらに、モラトワ大学・ペラデニヤ大
学にWBTの普及・実施の研修に必要
な最小限レベルの機材一式を整備す
る。
なお、供与機材の選定に関しては、①
220ボルト対応の電源や英語による表
示や説明書が整備されているなど、現
在販売されている仕様のままでも現地
での利用に支障がないこと、②現地で
調達が可能なこと、③可能な限り汎用
目的での利用が可能なこと、④可能な
限り、複数の製造会社が存在すること
を選定基準にする。

・スリランカ側はC／P配置と関連人件
費や回線費をはじめ、ローカルコスト
の負担、機材設置環境の確保・整備
（空調、WBT用の電話回線、機材格
納・設置用家具ほか）を行う。

・プロジェクト活動の一環として、
WBT用の教材をOJTとして開発する
こととしている。

・左記をスリランカ側に説明
し、理解を得て、ミニッツ
に記載する。

・左記をスリランカ側に説明
し、理解を得て、機材リス
トをミニッツに添付する。
また、機材リスト案につい
ては、現地調達の可能性を
調査するとともに、最終的
な品目や仕様についてもス
リランカ側と協議し、合意
内容をミニッツに記載す
る。
なお、機材供与の総額は、
ICT及びモラトワ大学・ペ
ラデニヤ大学への供与機材
の合計が、現時点の概算で
１億～１億3,000万円程度
になると予想される。スリ
ランカ側との協議でも、こ
れを最上限とし、必要に応
じて機材リストからの削除
や仕様変更を行う。

・左記をスリランカ側に説明
し、理解を得て、ミニッツ
に記載する。

・プロジェクト期間と投入量
を勘案し、モデルケースと
して適当な分野を３～４件
程度に絞り込むこととし、
ミニッツに記載する。特に
非公式ながら先方より希望
が出されている。
BIT向けのWBT教材開発
については、BITの中身を
十分に確認し判断すること
とする。

・左記についてスリランカ側
の合意を得て、結果をTSI
案としてミニッツに添付し
た。

・左記について日本側が供与
予定の機材リストをミニッ
ツに添付した。なお、前述
のとおりにスリランカ側と
協議した結果、モラトワ大
学及びペラデニヤ大学への
機材供与は実施しないこと
とした。

・左記についてスリランカ側
の合意を得て、ミニッツに
記載した。また、プロジェ
クト専用のインターネット
回線を引くことも合意し、
その旨をミニッツに記載し
た。なお、緊急時給電装置
（UPS）については、協議
の結果日本側の供与機材に
含めることとした。

・左記について第１段階とし
てモニタリング・フィード
バックが容易なICTが実施
しているトレーニングコー
ス（WBTコンテンツ・ディ
ベロッパーコースあるいは
ITトレーナーコース等）で
W B T教材を開発するこ
と、第２段階として大学間
で共有可能な教材やB I T
コース向けのWBT教材を
開発することで合意し、そ
の旨をミニッツに記載し
た。
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調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果

・他大学とモデルケースとしてWBTを
実施することをプロジェクト活動の一
環としている。

・プロジェクトのコンテンツ開発用プ
ラットフォームとしてDaisy（日本主導
で開発した視聴覚障害者用の録音図書
を製作する世界標準の録音・編集アプ
リケーションソフト）を活用すること
を検討している。Daisyは非営利であ
れば、日本障害者リハビリテーション
協会よって無料で提供される。Daisy
を推進することにより、デジタルディ
バイドの解消のみならず、バリアフ
リーを推進することともなるため、積
極的な活用を検討している。

・インパクトの予想に必要な基礎資料を
入手している。

・上記プロジェクトの基本計画に応じて
インパクトの見直しが必要になる可能
性あり。

・上記内容を管理諸表として整理し、管
理諸表案を作成している（ミニッツの
とおり）。

・今後の予定は以下のとおりである。
実施協議：2002年１月下旬
供与機材調達：2002年２月より
（2001年度予算）
プロジェクト開始：2002年６月１日
　より３年間

・左記について具体的にどの
ような分野でWBTを実施
するのか協議し、結果をミ
ニッツに記載する。

・日本主導で開発した視聴覚
障害者用の録音図書を製作
する世界標準の録音・編集
アプリケーションソフトで
あり、本プロジェクトでは
基本的にDaisyをコンテン
ツ開発用のプラットフォー
ムとして活用することを考
えている旨を説明し、理解
を得たうえで、必要があれ
ばミニッツに記載する。

・左記に関する最新情報の有
無を確認し、可能な限り最
新の資料を入手する。

・左記を確認し、必要な見直
しを行う。

・上記の対処方針に基づいて
協議した結果を基に、左記
の管理諸表案を改訂し、ミ
ニッツに添付する。

・左記について説明するとと
もに、機材調達に関しては
A４フォームをR／D署名
と同時に日本側へ提出する
必要があることを説明し、
理解を得たうえで必要があ
れば、ミニッツに記載す
る。

・前述のとおり、プロジェク
トの活動はICTのみで実施
することとし、技術移転の
成果は当初のモラトワ大
学・ペラデニヤ大学のみで
はなく、工学部あるいは
IT関連学部を有する５大
学へ優先的に普及すること
で合意した。具体的には、
ICTで実施するトレーニン
グコースへスリランカ側の
負担により、他の大学の
Teaching Staffを参加させ
ることを合意し、その旨ミ
ニッツに記載した。

・左記について説明し、基本
的な理解を得た。

・情報を入手し、プロジェク
ト・ドキュメント記述の参
考にした。

・必要な見直しを行った。

・管理諸表を改訂し、ミニッ
ツに添付した。

・左記について説明し、理解
を得るとともにミニッツに
記載した。

第６ プロジェクト
　　の必要性・妥
　　当性
（１）公益性と公平
性

（２）技術の的確性
（３）対象分野にお
ける日本の技術
的優位性

（４）予想インパク
ト

（５）実施妥当性

第７ 資　料
（１）PDM
（２）PO
（３）機材スペック
資料

（４）その他
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調 査 項 目 現状及び問題点など（既決定事項を含む） 対　処　方　針 協　議　結　果

・スリランカ政府より、ICTに対する無
償資金協力の要請がなされている
（20 0 1年度は採択が見送られたが、
2002年度案件として引き続き、高いプ
ライオリティーで要請があげられてい
る）。
本プロジェクトに必要な機材はプロ
ジェクト方式技術協力予算にて供与す
るため、無償資金協力と直接的な連携
は必要ないことが確認されている。

・ICTに対する無償資金協力
の必要性・妥当性を判断す
るうえでの情報収集を可能
な範囲で実施する（判断は
伴わない）。

・左記について可能な範囲で
情報収集した（先方でプロ
ジェクト方式技術協力と無
償資金協力を混同している
ケースが見受けられたの
で、違いについて説明し
た）。
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７．調査団長所感

　前回の第１次短期調査において、本プロジェクトはコロンボ大学のICTに加えて、IT教育分野で

の有力校であるモラトワ大学とペラデニヤ大学もプロジェクトの枠組みのなかに入れることとし

た。具体的には、これら２大学に対してもWBTのモデルケースを実施するための機材を供与する

ことを計画していた。しかし、今次調査では２大学への機材供与は取りやめ、プロジェクトのC／

PはICTのみとする方針への軌道修正を行った。これは、①ICTが他の２大学との連携を現在要請

中の無償案件のことであると誤解しており、技術協力案件である本プロジェクトについては２大

学を参加させることに難色を示していること、②コロンボ大学を含む３つの大学は互いにライバ

ル関係にあり、競争意識は予想以上に強く、うち１つの大学を上位に位置づけるかたちで３大学

間の連携、調整を図ることは容易ではないと予想されること、という理由によるものであったが、

現実的なプロジェクト実施体制を築くためにはやむを得ない選択であったと考える。

　ただし、ICTでのプロジェクトの成果をコロンボ大学のICT以外の学部も含む他の大学へ普及さ

せることは、プロジェクト目標の観点からも重要である。したがって、その実現に向け、大学教

育行政を所管する教育・高等教育省がJCCの議長を務めることとした。また、国内の大学のなか

でも、特に先の２大学に理工学分野の学部を有するケラニア大学とルフナ大学を加えた４大学の

スタッフが、ICTでのトレーニングコースに参加しやすくするための措置をUGCが講じることを

確認した。さらに、産業界のニーズを反映させるために、前回の調査で提言されていた産業－大

学フォーラム（Industry-University Forum）のメンバーについても構想が具体化され、商工会議

所、業界団体、大学、関係省庁などから成る「産官学」の協議体が組織されることとなった。

　前回調査で報告されているとおり、ICTが組織、人材の観点から本プロジェクトのC／Pとして

ふさわしいことは、今回の調査においても改めて確認された。プロジェクト実施の段階では、JCC

とフォーラムの所期の機能を活用して、いかにICTと大学、産業界との有効な連携、協力関係を構

築することができるかが課題となるといえよう。

　来年2002年は日本とスリランカの国交樹立50周年にあたる。この年に開始される本プロジェク

トが、広くスリランカ全体のIT人材育成に大きく貢献することを通して、日本の協力における象

徴的な存在となることを期待する。

８．調査団員報告（本間団員）

８－１　調査／協議結果概要

（１） 実施機関の現状

１）　技術のレベル

　今回の訪問では、ICT及びComputer Science Departmentの一部の教官スタッフと研究
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プロポーザルを主要テーマとして面談した。面談した氏名リストと研究テーマ名を以下に示

す。

①　Dr. N.D. Kodikara

Research title: Virtual Reality Systems in Education

②　MJPU Samanthilaka

Research title: Web Caching Techniques Suitable for the Local Environment

③　Dr. D. N. Ransingle

Research title: Development of novel programming subsystems and task specific

parallel algorithms for cluster computing environments

④　Dr. A. P. Madurapperuma

Research title: Multi Media information storage and retrieval system

⑤　S. T. Nandasara

Of multilingual input/display method (Unicode compatible)

　面談した５名のスタッフのうち、３名が博士号を取得しており、残りは修士号取得者であ

る。日ごろから、研究活動は行っているようである。Computer Science Departmentには

大学院も設置されており、研究環境が整っているものと思ったが、大学院の学生はほとんど

がパートタイムの大学院生であり、企業派遣の学生である。このため、修士研究はほとんど

実施されていないとのことであった。もっぱら、学部４年生の卒業研究が、大学教官にとっ

て研究用マンパワーの供給源となっている。すなわち、極端にいえば、毎年新しい学生が来

て卒業研究を実施することになるので、研究の進捗はいたって遅いことになる。このような

観点から、研究活動はそれほど活発ではないと見受けられた。しかし、教官個々人の研究ポ

テンシャルは十分にあると感じられた。これまでの研究環境が恵まれていないことになる。

２）　カリキュラム・教材

　カリキュラム・教材については、今回は特に情報を取得しなかった。前回の短期調査では

モラトワ大学及びペラデニヤ大学が当プロジェクトのC／Pとなり得る可能性があり、今回

の調査で両大学のカリキュラム（特にペラデニヤ大学）と教材を更に収集することを考えてい

た。しかし、今回の調査で、両大学がC／Pとして当プロジェクトに参画する可能性はなく

なったので、カリキュラム・教材の情報収集は行わなかった。

（２） プロジェクト協力内容

１）　技術移転項目

　技術移転項目に関しては、大別してMultimedia関連技術、Network Communication関
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連技術、Database関連技術の３分野になる。これらはいずれもWBTの基礎技術であること

から、これらを総合してWBT技術の移転という言葉でまとめてある。具体的な内容は以下

の表－２に示したとおりである。

　各分野の詳細については、勉強会で配布された資料と本質的に異ならないが、今後プロ

ジェクトの進行に合わせて、一部修正されることは十分にあり得る。また、基礎部分につい

ては、ICTのC／Pはすべて習得しているということなので、最近確立された新しい基礎理

論などについてのみの技術移転を行うことにした。短期専門家はC／Pの基礎知識を確認し

ながら、適宜基礎理論の講義をすることに心がけるべきであろう。

表－２

Technology Theory Practice Contents of technology and knowledge
Basic △ △ - Various kinds of medias

- Simple content development using multimedia
Multi-
media

Application ○ ○ - Advanced skills for producing multimedia (image, sound,
video)

- Internet multimedia streaming media, compression
technique, and transmission band

Basic
communication
line

△ △ - Basic theory (encoding, multiplexing, transmission
method, etc)

- Types and features of communication lines
- Types and features of transmission procedures
- Types and features of commercial communication line

service

Network

Information
system
management and
administration

○ ○ - Method of operation management (resource, facility and
user maintenance, security and performance
management)

- Internet technology
- Concept of intranet
- Methods of building intranet (setting of server, CGI)

Basic database
system

△ △ - Types and principles of DB
- RDBMS/SQL
- Basic methods of design
- Techniques of building database system

Database

Software design ○ ○ - Structured programming/object oriented program-
ming/visual programming

- Algorithm application and efficiency
(Hash/compression/encryption/etc, calculated amount)

- Design of user interface
- Differences in software design method between proce-

dural and event-driven systems
- Types of software tests and techniques of designing

software tests
WBT Design/develop-

ment of WBT
application

○ ○ - Design and development of WBT methodologies
- Production of teaching materials for WBT

R&D Enhancement of
R&D capability
in WBT

○ ○ - Strengthen R&D methodologies
- Implementation of R&D in a few areas

○：Technology and knowledge transfer is necessary.
△：Technology and knowledge are acquainted by C／Ps, but the updated one is to be transferred.
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２）　第１年目の技術移転

　１年目の技術移転として以下の項目があげられた。

１．Field

1)  Multimedia (4 months)

a.  Audio/Visual Production

b.  Web casting technology

c.  Multimedia application

d.  Instructional media design

2)  Database management (2 months)

3)  Security management (2 months)

a.  Server level security

b.  Internet security

4)  Internet technology (1 month)

a.  TCP/IP

b.  Internet networking

c.  WWW server technology

２．Activity objectives

Capacity building of ICT C／Ps in WBT

３．Activity items

a.  To give lecture, workshop, demonstration and lab sessions

b.  To give advise for development of WBT materials

４．C／P Names (long list of 8 candidates for WBT and 4 candidates for R&D)

Refer to the Minutes.

５．Dispatch period

The experts mentioned 1. should be dispatched during following period.

1)-a  July 2002 (1 month)

1)-c  Middle of July 2002 (1 month)

4)-a, b, c  Mid August 2002 (1 month)

1)-d  Mid September 2002 (1 month)

3)  Mid September 2002 (2 months)

2)  November 2002 (2 months)

1)-b  January 2003 (1 month)
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〈C／P Training in Japan (Three candidates)〉

１．Field

WBT

２．Training objectives

To understand what WBT is, how WBT concept is designed and developed, what/

how methods, materials and applications are used.

３．Training Items

Participate in OTC training course and observe the institutions involving in

developing and conducting of WBT.

４．C／P names

Refer to the Minutes.

５．Training Period

June 2002 (1 month)

６．Others

３）　技術移転の流れ

　日本側からの技術移転の骨子としては以下のように考えられる。

表－３

2002 2003
Calendar Year

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6
2001 2002 2003

Japanese Fiscal Year
1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6

III. Dispatch of Short-Term Experts
1. Multimedia
(1) Audio/Visual Production
(2) Web Casting Technology
(3) Multimedia Application
(4) Instructional Media Design
2. Database Management
3. Security Management (Server level, Internet)
4. Internet Technology
5. WBT methodology development (Model subject A)

Short-term experts (2~4) will beShort-term experts (2~4) will beShort-term experts (2~4) will beShort-term experts (2~4) will be
dispatched, if necessary.dispatched, if necessary.dispatched, if necessary.dispatched, if necessary.

6. R/D management and/or Seminar (daisy)
（付属資料３．のミニッツのAnnexより抜粋）
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第１年次の技術移転：

上記表に掲げたWBT要素技術に関する基礎的並びに中級レベルの知識・技術の移転

第２年次の技術移転：

上記表に掲げたWBT要素技術に関する上級レベルの知識・技術の移転

第３年次の技術移転：

技術移転の最終年であり、直接C／Pが各人でWBT教材の開発を実施するための技術移転

を行う。

４）　R&Dのテーマ

　ICTは以下に示す６名のスタッフの研究プロポーザルを提出してきた。

①　Dr. N. D. Kodikara

“Virtual Reality Systems in Education”

• High immersing virtual reality approach will be taken to develop the education

materials for medical and chemistry fields.

②　MJPU Samanthilaka

“Web Caching Techniques Suitable for the Local Environment”

• New Caching method will be developed.

• Where a web-caching server should be located considering the community use.

• Developing country can use the method developed by this project.

• Generalize the method from the model data analysis.

• One and a half years are used for data collection and analysis of data. Some caching

equipment is necessary to verify the estimation.

• New caching method will be developed with Japanese advisors.

③　Dr. D. N. Ransingle

“Development of novel programming subsystems and task specific parallel algorithms

for cluster computing environments”

• Algorithm design will be developed for cluster computing system.

• In the developed algorithm, computing programmers do not need paying attentions

on controlling and managing component, because message pass programming

between component computers is very difficult.

④　Dr. A. P. Madurapperuma

“Multi Media information storage and retrieval system”

• Multimedia occupy the large memory on the disk and each media such as image,
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sound, video and the others are coded by different file systems.

• One original file system was developed by the project leader.

• This project develops the unique coding file system applicable to any media and so,

all the media data can be stored in one platform and retrieved effectively.

⑤　Ruvan Weerasinghe

“Multilingual information representation and manipulation”

Interview is not available, because he is in France.

⑥　S. T. Nandasara

“Of multilingual input/display method (Unicode compatible)”

• Shinhala language is a super language in the Asian country languages, because

Shinhala has 47 characters and one character has 48 modifications.  So, totally,

2256 (= 47 × 48) grips are used.

• Develop OS using Shinhala language, but as mentioned above, this is not an easy

job.

• By developing Shinhala OS, population of information & communication technology

in Sri Lanka will increase tremendously, because majority of Sri Lanka people cannot

understand English.

　本間は上記のプロジェクトリーダーに面談し、プロジェクト内容を確認することにした。

上記がインタビューで確認した事項である。今回、⑤のリーダーがフランスに滞在中という

ことでインタビューできなかった。また、機材リストを作成していない研究者もおり、早急

にリストの提出を求めている。

　豊橋技術科学大学に持ち帰り、研究テーマに関連深い教官の評価をまって、採択研究テー

マを決定する。

５）　大学間の連携体制と活動内容

　ペラデニヤ大学とモラトワ大学を訪問し、ICTとのWBTに関する大学連携の可能性につ

いて調査した。ICTは今回のプロジェクト規模で３大学の積極的な連携を取り付けるには限

界があることを主張した。他大学への機材供与を実施することはICTの機材供与を削減する

ことになる。ICTの機能を将来的にも十分使用に耐えるものとすることを基本に置けば、他

大学には非常に限定された機材しか供与できない。したがって、今回のプロジェクト規模で

は大学間連携を十分に機能させるに至らないとの判断から、他の大学の参加は限定された形

とならざるを得ない。

　C／Pを２カテゴリーに分類すると、直接C／PとしてICTの若手スタッフが、そしてシニ
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アスタッフが間接C／Pとなる。他大学からの参加者は直接C／Pから技術移転を受けること

になる。

（３） WBT教材開発を行う分野

　WBT教材を開発する分野については、少なくとも、

　①　当プロジェクトでカテゴリー２、３のC／PにWBTを実施するための教材

　②　ICTの学生、あるいは講習者向けの教材

　③　BITの学生向けの講義教材

をプロジェクト実施中に作成することにした。

８－２　団員所見

　今回の第２次短期調査団に参加し、このプロジェクトが具体的に形成される過程で、以下の点

を感じた。

（１） スリランカ人、あるいは大学間のライバル意識は高い。主要大学は横並びで発展すべきと

の意思がある。

（２） 上記の状況下で、教育・高等教育省のこのプロジェクトに対するかかわりが希薄である。

JICAが考えていたペラデニヤ大学、モラトワ大学の連携は、教育・高等教育省のイニシア

ティブで行えば、実現した可能性が考えられる。しかし、本プロジェクトに両大学を主要C／

Pとして参画させることの是非は別問題である。

（３） 本プロジェクトでR&Dを実施することは、スリランカ側にある程度のインパクトを与える

ものと考えられる。この観点から、上記２大学に対しても同様のR&Dを実施させる機会を提

供できるよう、JICAも考慮すべきであろう。

（４） Virtual University Conceptによる３大学の連携は、依然として３大学の教官に生きてい

る。現在、このプロジェクト形成の動きはないようであるが、今後、この構想を実現するよう

に、JICAは何らかの手を講じてもよいのではないか。もちろん、Ownershipの考えからすれ

ば、スリランカ側はプロジェクト形成に向けた動きをとるべきである。この件に関しては、豊

橋技術科学大学工学教育国際協力研究センターが協力していくことにやぶさかではない。
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実実実実実施施施施施協協協協協議議議議議討討討討討議議議議議議議議議議事事事事事録録録録録（（（（（RRRRR／／／／／DDDDD)))))／ミニッツ／ミニッツ／ミニッツ／ミニッツ／ミニッツ

１．実施協議

　これまでの短期調査の結果から、プロジェクトの内容及び実施体制について、おおむね内容が

固まっていたことから、本邦から調査団は派遣せず、JICAスリランカ事務所長がR／D及びミニッ

ツの署名・交換を実施した。

２．調査・協議結果概要

（１） 討議議事録（R／D）

　標記プロジェクトを2002年６月１日から３年間にわたって実施することでスリランカ側実

施機関と合意した。プロジェクト実施にあたり、日本側、スリランカ側双方がとるべき措置、

プロジェクト実施体制、日本側投入の概要などをR／Dに記載して、スリランカ側関係機関と

の間で署名・交換を行った。

（２） 協議結果概要

１）　プロジェクト・ドキュメント

　2001年７月及び11月に実施した短期調査の結果を基に、プロジェクト実施の背景、対象

セクターの現状と問題点、プロジェクト戦略、プロジェクトの基本計画、協力実施の妥当性

などをプロジェクト・ドキュメントに記載し、スリランカ側と協議・修正のうえ、ミニッツ

に添付した（Annex１参照）。

２）　日本側投入

ａ）　専門家

　長期専門家は、チーフアドバイザー、テクニカルコーディネーターの２名をコロンボに

派遣することとした。短期専門家については、2002年度は以下の分野について対応する予

定である。

①　マルチメディア（Audio/Visual Production）：2002年７月から１か月間程度

②　マルチメディア（Web Casting Technology）：2003年１月から１か月間程度

③　マルチメディア（Multimedia Application）：2002年８月から１か月間程度

④　マルチメディア（Instructional Media Design）：2002年９月から１か月間程度

⑤　データベースマネージメント：2002年11月から２か月間程度

⑥　セキュリティーマネージメント：2003年１月から２か月間程度

⑦　インターネット技術：2002年９月から１か月間程度

⑧　R&Dマネージメント／セミナー講師：必要に応じて派遣
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　なお、民間人材を活用するために詳細の技術移転項目及び担当分野を整理した結果、派

遣する専門家の分野と人数は以下のとおり変更となった。

①　Daisy（セミナー・ワークショップ）

②　R&Dマネージメント／セミナー（１）

③　R&Dマネージメント／セミナー（２）

④　教育用メディアデザイン（WBT教材作成A）

⑤　情報システムの設計と利用

⑥　マルチメディア・利用技法

⑦　データベースマネージメント（DB、正規化）

⑧　セキュリティーマネージメント（サーバーレベル、インターネット）

⑨　Webキャスティング技術

ｂ）　C／Pの本邦研修

　スリランカ側と協議の結果、2002年度は計３名を以下の分野について受け入れることと

した。

①　プロジェクトマネージメント／WBT技術：１名

②　WBT技術（デジタルビデオ作制）：１名

③　WBT技術（マルチメディア教材作成）：１名

ｃ）　機材供与

　プロジェクトに必要な供与機材をリストアップし、供与機材リストとしてR／Dに添付

した。基本的にプロジェクトに必要な供与機材は、2001年度中に現地調達することとし

た。また、R&D用の機材については、R&Dのテーマが確定次第、可能な限り現地調達す

ることとした（2002年度予算にて調達）。

３）　スリランカ側投入

ａ）　C／P

　「プロジェクトチーム」には、ICTから合計24名のC／Pが配置される予定である（プロ

ジェクト管理者を除いた人数）。このうち６名が、プロジェクト専属のC／P（直接C／P）

となり、各専門家からの技術移転及び教材開発などを集中的に担当する。残りの18名は通

常業務をもっているC／Pであり、基本的には直接C／Pから技術移転を受けることとした

（必要に応じて専門家からの技術移転を受ける）。また、このほかにR&Dに関する活動に

ついては、各テーマごとに担当者を決めることとした。

ｂ）　プロジェクト運営予算

　ICTはプロジェクト向けの2002年度予算として3,500万ルピーを用意しており、ICTの

改修費、立ち上げに係る諸費用、運営コスト、スタッフの人件費などに充てる予定であ
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る。また、翌年度以降もプロジェクト用の予算として、1,100万ルピー程度の予算を確保

している。

ｃ）　建物・設備

　ICTの改修にあたり、入札の準備を行っている。現在の予定では2002年５月末までに改

修工事を終えるとしている。

４）　JCC及び産業－大学フォーラム（Industry-University Forum）

　プロジェクトに対して受益者や外部関係者からの意見・アドバイスを聞く場として、JCC

を設置する。これに加えて、JCCの下部組織として産業－大学フォーラムを設置すること

とした。同フォーラムは産業・大学・政府機関の重要な関係者間でWBTとプロジェクトに

関連する情報を共有し、意見交換を図るために組織されるものである。

５）　モニタリング・評価

　プロジェクト開始後６か月ごとに定期モニタリングを、中間期及び終了時にはプロジェク

トの評価を、それぞれ日本側とスリランカ側が合同で行うことを改めて確認し、ミニッツに

記載した。定期モニタリングについては、2002年12月より６か月おきに実施することとなっ

た。
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